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はじめに 
 日本臨床皮膚科医会では皮膚科医も学校保健に積極的に関わっていくことが必要で

あると考え，平成 5 年以来，学校保健活動を推進しています。平成 17 年には日本小児

皮膚科学会，平成 20 年には日本皮膚科学会も活動を開始しており，現在，連携して活

動の更なる充実を図っています。 

 以下，皮膚科における学校保健活動の現状について,経緯を踏まえてお話させていた

だきます。 

 

皮膚科学校保健活動の経緯 

 昭和 33 年，学校保健法が施行され，学校医の職務とされた健康診断の項目の関係か

ら内科，眼科，耳鼻科医が中心となり，今日まで校医を担ってきました。 
そうした状況下，前橋市皮膚科医会は昭和 57 年に皮膚科医による皮膚科学校検診を

開始し，昭和 60 年，全国で唯一，前橋市において皮膚科校医が制度化されました 1,2)。

皮膚科定期健診で指導対象となったアトピー性皮膚炎を有する中学 1 年生を対象に皮

膚科医による管理・指導の有用性を 3 年間追跡調査したところ，74.4％で軽快傾向が認

められ，皮膚科校医の必要性が示されました 3,4)。  
このような背景のもと，平成 5 年，日本臨床皮膚科医会は学校保健推進委員会を設置

し，日本学校保健会が平成 11 年に発行した『学校生活におけるアトピー性皮膚炎Ｑ＆

Ａ』の作成に関わるなど，活動を行ってきました。平成 12 年には各都道府県にも学校

保健担当者が配置され，全国で活動を推進する体制が整いました。しかし，平成 14 年

に行った調査では，皮膚科学校健診などの具体的な活動が行われているのは，前橋市以

外では広島県安佐地区，豊中市，諫早市のみであり，皮膚科が学校保健に関わることの



難しさを示す結果でした。 
 一方，神奈川県医師会では，平成 6 年，近年の児童生徒・教職員を取り巻く環境の変

化に伴い，専門性の高い学校保健への取り組みが必要になってきているとして，専門校

医（専門相談医）の配置の必要性について検討を開始しました。平成 11～12 年に行わ

れた調査によれば，67～85％の学校医，学校長，養護教諭から専門校医（専門相談医）

が必要との回答が得られ，こころの問題から精神科医を望む声が最も多かったものの，

アトピー性皮膚炎，アレルギー疾患への対応では皮膚科医が望まれていることが明らか

になりました 5,6)。 
 この調査結果を踏まえ，平成 14 年，日本医師会でも専門校医（専門相談医）制度に

ついての検討が始められ，平成 15 年より神奈川県，千葉県，大阪府においてモデル事

業が開始されました。さらに，「近年の児童生徒の新たな健康問題であるこころの問題，

性感染症，アレルギー疾患，運動器・スポーツ障害に対して既存の学校医では対応が難

しくなったことから，精神科，産婦人科，皮膚科，整形外科の 4 科体制による専門校医

（専門相談医）制度が必要」であるとして，文部科学省に提言を行いました 7)。 
 この提言を受け，文部科学省スポーツ・青少年局学校保健教育課は平成 16 年より『学

校・地域保健連携推進事業』を開始しました。本事業は学校の要請に基づき専門医を派

遣するなどして児童生徒の健康相談や健康教育を行うものであり，都道府県教育委員会

に委嘱する形で実施されました。4 科体制による専門校医（専門相談医）制度が文部科

学省により校医制とは別に予算化されて実現した意義は極めて大きいと考えます。 

 

皮膚科における学校保健活動の推進 

 日本臨床皮膚科医会は皮膚科における事業の受け皿機関を担うこととなり，平成 16
年，学校保健推進委員会は学校保健委員会と名称を変更し，都道府県学校保健担当者と

ともに，事業への全国的な参画を

推進しました。委員会調べによれ

ば，平成 16 年度の皮膚科の事業参

画は 47 都道府県中 19 地域であり,
平成 17 年度には 28 地域と過半数

の地域で参画を果たしました。平

成 18 年度には 34 地域，そして事

業の最終年度となった平成 19年度

は 36地域で事業参画することがで

きました（図１）。活動内容は，皮

膚科専門校医（専門相談医）の学校へ派遣のほか，教職員・養護教諭を対象とした研修

会・講演会，ＰＴＡを対象とした研修会・講演会も多くの地域で開催され，電話相談や

ＦＡＸ相談，新聞・「皮膚の日」講演会を媒体とした啓発活動を行った地域も多く，多



岐にわたって幅広い活動が

展開されました（表１）8-10)。

しかしながら，本事業に対

する地域の温度差も大きく，

学校現場での皮膚疾患・皮

膚の障害に対する問題意識

が十分でないことも活動を

通して分かり，積極的に啓

発活動を行うことで皮膚科

学校保健活動の必要性を理

解してもらい，皮膚科専門

校医（専門相談医）の学校

への派遣活動に結び付けていくという地道な活動が必要なことが再認識されました。 
平成 20 年度からは前事業に替わり，『子どもの健康を守る地域専門家総合連携事業』

が始まりました。 4 科の枠を越えてさまざまな専門家が関わる事業に変更され，モデ

ル地区での事業が重視された結果，皮膚科の事業参画は平成 20 年度には 31 地域，平

成 21 年度は 27 地域と減少傾向にあり，他科と比べても参画率が低いのが現状です（図

１）。さらに，本事業が政府の行政刷新会議において事業仕分けの対象となったことか

ら平成 22 年度より事業予算が減額され，参画に向けたより一層の努力が必要になって

います。 
一方，日本小児皮膚科学会も，平成 17 年，学校保健ワーキンググループを立ち上げ，

平成 20 年には学校保健委員

会となりました。平成 19 年

からは日本臨床皮膚科医会と

連携体制を築き，協力して活

動に当たっています。同学会

では，文部科学省事業とは別

に，皮膚科専門医を希望校へ

派遣して講演・研修を行って

おり，日本臨床皮膚科医会の

派遣が公立学校を主な対象と

していることから，それを補

完する目的で平成 20 年から

は私立学校中心の派遣活動を展開しています（表２）。 
日本皮膚科学会にも，平成 20 年，学校保健に関するワーキンググループが組織され，

日本臨床皮膚科医会，日本小児皮膚科学会と連携して活動を行うとともに，平成 21 年



からは日本皮膚科学会総会にて学校保健の教育講演を継続して開催するなど，会員への

啓発活動にも力を注いでいます。 
 

皮膚科学校保健活動のための環境整備 

 学校において皮膚科専門校医

（専門相談医）が指導・助言する

際の教材・資料が整っていないこ

とから，日本臨床皮膚科医会学校

保健委員会では環境整備にも取り

組んでいます。 

 平成 18 年以降，『皮膚科専門校

医のための健康教育用教材』の作

成を行っており，現在までにアト

ピー性皮膚炎，おしゃれ障害，紫

外線と皮膚，学校感染症に関する 5
編の教材を，日本医師会の助成も

得て，編集しました（図２）。また，

平成 21 年 11 月，委員会関係者ら

が分担執筆することで皮膚病診療

31 巻増刊号『学校保健と学校感染

症』が刊行されました（図３）。本

書は皮膚科における学校保健関連

の始めての特集号であり，資料と

して役立つものと考えています。 

 環境省発行の『紫外線環境保健

マニュアル』も学校での紫外線対

策にも大いに役立つ内容であるこ

とから，環境省の了承のもと，医

会にて増刷版を作成し頒布してい

ます（図４）。 
 学校感染症 第三種 その他の

伝染病に属する皮膚の学校感染症

は出席停止の規定が曖昧であるこ

とからこれまで学校現場で混乱を

招いてきました。この問題を解消するために，平成 16 年に公表した日本臨床皮膚科医

会の統一見解 11)をもとに学会間で協議を重ね，平成 22 年，「皮膚の学校感染症に関す



る日本臨床皮膚科医会・日本小児皮膚科学

会・日本皮膚科学会・日本小児感染症学会の

統一見解」として取り纏め，公表しています

（図５）12)。学校生活における紫外線対策に

関しても見解を作成すべく，現在，検討を行

っています。 
 
おわりに 

 文部科学省のアレルギー疾患に関する調

査研究報告書を踏まえて，平成 20 年，日本

学校保健会より『学校のアレルギー疾患に対

する取り組みガイドライン』が示されており，

同年度よりアレルギー疾患用の学校生活管

理指導表の運用も開始されています。アトピ

ー性皮膚炎の指導・管理もこの項目に含まれ

ており，皮膚科医の関与が強く求められてい

ます。 
 われわれ皮膚科医も時代の要請に答えるべく，将来を担う子ども達のために学校保健

活動に積極的に参加し，社会貢献を果たしていくことが今日も責務と考えます。 
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図１ 文部科学省事業への４科の参画状況の推移 

（日本臨床皮膚科医会学校保健委員会調べ） 

表１ 文部科学省事業への皮膚科の参画状況と活動内容 

（日本臨床皮膚科医会学校保健委員会調べ） 

表２ 日本小児皮膚科学会による学校への派遣活動 

（第 109 回日本皮膚科学会総会：教育講演 34-1 より抜粋) 

図２ 『皮膚科専門校医のための健康教育用教材』2007 年版（日臨皮学校保健委員会編集） 

日本医師会ホームページ(メンバーズルーム内の地域医療:学校保健)からも閲覧可能 

図３ 皮膚病診療 31 巻増刊号『学校保健と学校感染症』（2009 年） 

図４ 環境省『紫外線環境保健マニュアル 2008』日本臨床皮膚科医会増刷版 

図５ 学校感染症 第三種 その他の感染症：皮膚の学校感染症に関する日本臨床皮膚科 

医会・日本小児皮膚科学会・日本皮膚科学会・日本小児感染症学会の統一見解（平成 

22 年 7 月公表）日本臨床皮膚科医会ホームページからも閲覧・印刷可能 

 


